
 

滋賀県国民健康保険診療施設協議会   

地域包括医療・ケア充実に向けた人材育成のための助成事業要綱  

 （目的）  

第１条  この事業は滋賀県内に所在する国保診療施設（以下「直診」という。）

に対して人材育成のための助成を行い、以て地域包括医療・ケアの充実に寄

与することを目的とする。  

  

 （対象）  

第２条  この事業の対象は、滋賀県国民健康保険診療施設協議会（以下「協議

会」という。）規約第５条第１項に定める会員とする。  

  

 （事業）  

第３条  この事業は、第１号から第４号に規定する全国国民健康保険診療施設

協議会（以下「国診協」という。）が主催する学会等への参加費用または第

５号に規定する他団体が主催する学会・研修会等や先進地への視察などに要

し た 費 用 お よ び 第 ６ 号 に 規 定 す る 滋 賀 県 国 保 地 域 医 療 学 会 に か か る 費 用 に

対し助成金を交付する。  

 (1) 全国国保地域医療学会 

 (2) 地域医療現地研究会 

  (3) 地域包括医療・ケア研究会 

  (4) 国診協が主催する第１号から第３号以外の研修会等  

(5) 他団体が主催する学会・研修会等、先進地への視察など 

(6) 滋賀県国保地域医療学会（地域医療交流会の開催経費）  

 

 （財源）  

第４条  この事業の実施にかかる助成金は、地域包括医療・ケア充実積立金を

もって充てる。  

 

 （助成額）  

第５条  第３条第１項第１号から第５号までの助成額は「別表１」のとおりと

し、第３条第１項第１号から第３号に該当する費用と第４号から第５号に該

当する費用に区分し、それぞれ定める額を上限として助成する。  

２  第３条第６号に該当する費用については、開催経費の３分の２相当額とし

協議会会長（以下「会長」という。）が定める。なお、助成額を前条の積立



金から協議会会計へ繰り入れることで、第６条から第９条に規定する交付申

請等の手続きを実施したとみなす。  

 

 （交付申請（請求））  

第６条  助成を受けようとする直診は、「地域包括医療・ケア充実に向けた人

材育成のための助成事業交付申請（請求）書（様式第１号）」に関係書類を

添えて、会長に提出するものとする。  

  

 （交付決定）  

第７条  交付の決定は、申請（請求）があった日から３０日以内に行うものと

する。  

 

 （交付方法）  

第８条  会長は、第６条に定める交付申請（請求）に対し交付決定を行った後、

全額を一括して会長の指定する日に交付するものとする。  

 

 

 （実績報告）  

第９条  直診は、該当年度の３月３１日までに「地域包括医療・ケア充実に向

けた人材育成のための助成事業実績報告書（様式第２号）」に関係書類を添

えて提出するものとする。  

  

 （補則）  

第 １ ０ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 必 要 な 事 項 は 会 長 が 別 に 定 め る も の

とする。  

 

附  則  

１  この要綱は平成２９年７月１日から施行し、平成２９年４月１日から適  

 用する。  

２  本事業の事業終了年度は令和４年度までとする。なお、以降については、  

本事業による効果や財源の状況を踏まえて、改めて検討するものとする。  

３  この要綱は令和２年４月１日から適用する。   

 

附  則  

１  本事業の事業終了年度は令和６年度までとする。なお、以降については、



本事業による効果や財源の状況を踏まえて、改めて検討するものとする。  

２  この要綱は令和５年４月１日から適用する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１ 

 

助 成 額 

 

 

１．第３条第１項第１から３号該当 

区分 助成額（上限額） 

診療所 ８０，０００円 

病院 ４０，０００円 

 

 

２．第３条第１項第４から５号該当 

区分 助成額（上限額） 

診療所 ８０，０００円 

病院 ８０，０００円 

 

 

※助成金は、上記に定める額を上限とする。なお、対象となる費用は、旅費、宿泊費、参

加負担金を基本とし、飲食を主としたものは対象外とする。ただし、飲食に要した額の

内、情報交換等に必要と協議会会長が認めた場合は、その額の１/２を対象とする。 

 


